　　２０２２年度山形県予算編成に向けた連合山形要請
Ⅰ．雇用・労働政策
１．ウィズ・ポストコロナ時代を見据えた雇用対策について
（１）コロナ禍の影響を受けた企業が従業員を雇用したまま一時的に他企業へと出向させる在籍型出向について産業雇用安定助成金制度が創設されたが、活用を検討する県内企業の支援を拡充すること。具体的には、在籍型出向の概要や産業雇用安定助成金、送り出し・受け入れ情報などを掲載する専用サイトを立ち上げ、マッチングのための支援を行うとともに相談窓口や説明会を開くなど支援を強化すること。

（２）2021年度から2023年度までを事業期間として、国の「地域活性化雇用創造プロジェクト」を活用した県のプロジェクトが進められているが、コロナ禍により離職した人たちが早期再就職するための離職者訓練の推進や正規職員の採用推進の支援を新メニューとして加え、安定した雇用を促進すること。
２．若者の良質な雇用・就労機会の実現について
（１）「地元企業がＷＥＢセミナーやＷＥＢ面接を実施していると志望度が上がる」とする若者の声が多くある中、「オンラインde　やまがた」「ワークフェス」など、オンラインや対面型で、若者への企業説明会や面接会を山形県や山形労働局により開催されている。若者の地元就職を促進し、また、アフターコロナを見据えた積極的な人材確保を推進する為、これまでの実施結果を検証し工夫改善したうえで継続した取り組みを行うこと。
（２）学卒未就業者が多く出現した「就職氷河期世代」などにおける良質な雇用・就労機会の実現に向け、山形労働局と連携し、対象者の個別の事情も踏まえた、将来を見据える長期的な能力開発を実施するとともに、適切な就職支援・生活支援、求人・採用・定着に取り組む企業に助成金を支給すること。
また、地域での人材育成機会の確保に向け、地域の企業グループが県と連携し共同で雇用型訓練を実施するスキームを構築するなど、地域における人材育成の方策を検討すること。
３．女性の正社員化への転換促進について
コロナ禍による経営悪化の影響で、パートや派遣、契約社員など非正規労働者の過半を占める女性が真っ先に解雇や雇止めにあっている。とくに女性が多く働く飲食業や小売業などの対面型サービスへの影響は大きく、2020年4月以降、解雇や雇止めとなった女性の割合は男性の1.2倍、非正規雇用の女性に限ってみると1.8倍に上っている。（『新型コロナウイルスと雇用・暮らしに関するＮＨＫ・ＪＩＬＰＴ共同調査』より）また、2020年度の自殺者が２万人を超え、11年ぶりに前年より増加した。特に女性が885人増となっており、不安定雇用が、経済・生活問題に影響した可能性があると思われ、コロナ禍で、女性の貧困問題が加速している。
国は人手不足を背景に女性活躍を掲げて就労を促進してきたが、企業への「山形県正社員雇用促進奨励金」の周知・活用や今年11月で終わる「山形県賃金向上推進事業支援金（正社員化コース）」の期間延長など、女性の雇用の質を高め、正規雇用への転換を強化するよう対策を講じること。
４．男女平等参画・若者活躍社会の実現について
（１）2019年5月「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（ハラスメント対策関連）が成立し、事業主には防止措置が義務付けとなった（令和4年4月1日から中小企業義務化）ことを踏まえて、働きがいを損ない、心身の健康を脅かすハラスメント根絶のため、県と関係団体が一体となって積極的な啓発活動を行うこと。

（２）若者活躍のために、世間の根強い性別役割分担意識、性差別に関する偏見・無意識の思い込み、さらには女性の意見が政策に反映されにくい環境などが指摘されている。また、若年女性の県外流出の理由の一つにも、「地域の根強い偏見差別」、「活躍の場が少ない」ことがあげられている。このことから家庭や職場において「SDGｓ=持続可能な開発目標」の視点として「ジェンダー平等の実現」につなげるための啓発を推進し、研修会等への助成支援を行い、市町村
と連携し横断的な施策を講じること。
５．障がい者雇用の促進および職場環境の整備について
（１）障がい者の法定雇用率が2021年3月1日より国と自治体が2.5％から2.6%に、一般企業は2.2％から2.3％にそれぞれ引き上げられた。2020年6月における実雇用率でみると、県の機関（2.78%）、市町村などの機関（2.55%）は全国平均を上回ったが、民間企業（2.11%）は下回っている。まだまだ多くの障がい者が民間企業での活躍の場が少なく、持てる能力を発揮できていないと言える。
コロナ禍で働き方が変化する中、「職場で働くことを前提としない働き方」を実現する一つとしてテレワークやリモートワークができる条件がそろっているのなら、持てる能力を発揮できる障がい者がたくさんいるはずである。障害の特性をしっかりと理解し、適切な職務配置を行うことで、障がい者が定着して働くことができる。
障がい者雇用を促進するために、具体的には、中小企業団体の協力を得て、職場実習受入れ企業を募りマップにして作成・公表を依頼し、県と山形労働局が共同で運営している障害者就業・生活支援センターで情報共有を行う等、マッチングサポートを充実させ、障がい者の活躍の場を拡充促進すること。
（２）障がい者を受け入れる会社に対して、障害特性についての基本的知識や日々のコミュニケーションやマネジメントの仕方、業務の取り組みの共有などについて企業セミナーを開催し、企業が障がい者雇用に積極的になれるように支援すること。また、雇用後のトラブルや離職を防ぎ定着するため、相談できる担当者や窓口を複数用意しておくことや社内理解を促進し差別やパワハラのない職場環境にするなど、障がい者差別禁止、合理的配慮の提供義務の実効性を高めるよう雇用管理の徹底を指導すること。
６．高年齢者の継続雇用制度への支援について
2021年4月に改正高年齢者雇用安定法が施行され、70歳までの就業機会の確保の努力義務が追記された。少子高齢化による生産年齢人口が減少する中で、労働力を確保し、熟練者の技術を伝承し生産力を高めていくためにも、高齢者が活躍できる職場環境整備に対する助成金を国の助成金制度に加え拡充すること。
また、職場環境の整備ついては、高齢者の身体的機能の低下に対応した作業施設の改善や意欲とスキルに応じた配置などが求められ、培ってきたスキルやノウハウを活かせるような専門職制度を導入するといった取り組みも有効である。このような取り組みを具体的に提案できるアドバイザーを企業に派遣し支援すること。
７．ハラスメントのない職場環境づくりについて
　2020年6月1日より「パワハラ防止法」が施行され、中小企業は2022年4月より本格施行される。しかし、中小企業の約6割が自社も対象だと知らないことが民間調査で分かった（2021年3月大同生命保険全国調査）。職場におけるさまざまなハラスメントに関する相談は増えており、それが原因でうつ病にまで発症し労災となるケースも増えていることから、対策は急務である。山形県として「ハラスメントのない職場づくり」についてメッセージを発信し、アドバイザーの企業訪問回数を増やすなど、企業がハラスメントの防止策を講じるよう対策を強化すること。
　併せて、セクシャルハラスメント対策や妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント対策についても企業において講じるよう対策を強化し、ハラスメントのない職場づくりを行うように、「パワハラ防止法」の周知徹底と対策強化をはかること。
　　
Ⅱ．行政改革
１．新型コロナウイルス感染症に関わる対策について
（１）国の支援制度（特例措置）が終了することによって中・小規模事業所の倒産や解雇・雇止めの増大などが危惧されることから、国に対して雇用を維持するための支援制度の継続を要請するとともに、県としての支援事業を積極的に取り組むこと。
（２）県民の安全・安心を確保し、経済活動の活性化を図る上で、ワクチン接種に対する期待は大きいことから、市町村・関係団体との連携を強め、希望する県民が円滑に接種できるよう、ワクチン接種体制の強化を図ること。
（３）その際、地域や企業・事業所間でのワクチン接種の偏在＝いわゆる「ワクチン格差」が生じないよう指導・調整を図るとともに、個人の事情によりワクチン接種を受けないという選択がある中で、未接種者への誹謗・中傷・差別がないよう県民に対する啓発・周知を行うこと。
（４）2021年度の地方財政計画で、2022年度までに保健師を現行の1.5倍まで増員するための財政措置を講ずるとされていることから、県として感染症対応を含む公衆衛生体制充実にむけ必要な人員確保を着実に図ること。

（５）政府の経済財政運営の指針「骨太方針2021」によれば、コロナ禍で深刻化する「孤独・孤立」対策について、 24時間の相談対応や人材育成の支援など、年内に孤独・孤立対策の重点計画を取りまとめることとしている。県においても、誰一人として取り残さない包摂的な社会を構築するため、顕在化している「孤独・孤立」への対策として、実態把握とともに県内市町村やNPO等と連携し、訪問活動やSNSなどデジタルの徹底活用による支援など、早期対応策を講じること。

２．財政の確立について
コロナ対策等での財政出動の影響が色濃くなっており、全国的には財政非常事態宣言を出している自治体も出てきている。国の「経済財政運営と改革の基本方針2021」では、「2021年度の地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する」としているが、同水準にとどまることで、コロナ禍以降の社会変化による新たな行政需要へ対応できるのか懸念される。そのため、地方の行政需要に見合った財源確保について国へ要請すること。

３．若者定着・人口減少対策について
（１）県の課題として県外転出の54.5％を20代までの若者が占めている現状を踏まえ、この年代層において、働く場の確保や正社員化の対策を集中的に実施すること。
（２）「山形県人口ビジョン（Ｒ2年改訂版）」には、若者の声として「安定して長く働き続けられること」「買い物に便利・交通公共機関の充実」「結婚に対する意識」など率直な声が寄せられている。これらの声を充分に検討し、本県の目指す将来像を県民・市町村・関係団体等と共有し人口減少対策をさらに推し進めること。
（３）新型コロナウイルス感染症により、地方への注目度が高まり、これを人口減少対策の好機と捉え、また「首都圏一極集中」是正のためにも、テレワークやワーケションなど市町村と連携しスピード感を持って引き続き進めること。
４．安全・安心な公共サービスの実現について
（１）近年多くの甚大な災害が発生しており、人的被害を起こさないためにも、避難の在り方が重要になってきている。避難所においては、新型コロナ感染症の蔓延を踏まえ、新たな指針に基づく対応がなされているとともに、警報に関しても本年５月のガイドライン改定により、より住民が認知しやすいものとされてきている。
　　　しかしながら、多くの避難所は、国際難民の避難所以下の対応であり、国際標準には到底及ばない状況が続いている。感染症対策や個人の生活空間の確保といったプライバシー配慮、女性やペットへの対応など多くの課題が未だ解決されていない。市町村任せにするのではなく、県として統一的な指針を強力協力に示し、住民保護に格差が出ないように努めること。

（２）水道事業関連について、本県においても水道管の老朽化の課題や人口減少による歳入減少が予想される。生活に欠かすことのできない水道事業については、公衆衛生確保、災害時の迅速な対応、そして料金の値上げにつながらないよう、地域住民、関係団体と十分に協議検討を行うこと。また、水道専門家の育成を行うこと。
５．幸せデジタル化構想の推進について
（１）Society5.0 の実現に向けた技術の活用は、地域の機能やサービスを効率化・高度化させ、新型コロナウイルスを契機として明らかとなった社会課題の解決にもつながっていく。県においては、ICT の効果的な導入・運用に向け、十分な知見を有するエキスパートを養成または採用し、率先して書類のデジタル化に加え、テレワークにも対応できるよう資料の電子化（ペーパーレス化）、申請手続きのさらなるオンライン化、印鑑レス化、会議への映像システム導入など、ＡＩ等を活用した効率的な行財政運営を進め、また県内市町村の行政デジタル化の普及促進を図ること。
（２）デジタル改革関連法により、行政サービスのデジタル化を一元的に担う「デジタル庁」が設置され、国・自治体の情報システム統一、データ利活用の推進、個人情報保護制度の共通化などが進められることになる。デジタル化による効率的な行政サービス提供によって県民の利便性向上が期待される一方で、情報管理のあり方や個人情報保護の観点から問題も指摘されている。とりわけ、県民の利害に関わる個人情報について、法施行を踏まえ県が運用する際には、個人情報の取り扱いは本人同意を基本とし、県で制定している現行個人情報保護条例の内容が後退しないように、自治体独自の上乗せ運用が可能となるよう国へ要請すること。
６．公共調達における労務報酬下限額の設定について
「山形県公共調達基本条例」（2008年７月）に基づき設置されている「山形県公共調達評議委員会」は、県が行う調達に関する入札契約制度全般が審議事項となっている。そこで、評議委員会として、県民福祉の向上や県民経済の健全な発展に寄与するとの条例の趣旨を踏まえ、公共調達における「労働条項（働く者への労務報酬下限額の設定）」に関する調査・検討を行うこと。

７．選挙における投票促進について
（１）投票率アップのため、ショッピングモールや大型スーパーマーケットなどの商業施設を利用した期日前投票所の移設・増設を更に進めること。
（２）投票率アップのため、公民権行使の推進活動を行っているが、勤務時間の調整は投票済証が必要であるため、全投票所での発行を行うこと。また、投票済証を活用した投票率アップ対策として、愛知県の「しおり型」などのアイデアを盛り込むこと。
Ⅲ．産業・環境政策
　１．ＢＣＰ策定の促進について
　　県では、中小企業のＢＣＰ（事業継続計画）策定を推進するため、事業者が自社のＢＣＰを策定する際に「ひな形」として活用できる「山形県版ＢＣＰモデル（策定シート）」をホームページで公開していますが、策定率を向上させるには、東京都が実施しているＢＣＰ実践促進助成事業のように、具体的に目に見える形で促進を図ることが必要である。県においても県内企業の危機管理体制の向上と県民の安心安全の確保のため、ＢＣＰ実践にかかる新たな助成制度を創設すること。

２．第４次山形県環境計画の推進について
（１）本計画は今年度から１０年間の長期にわたる取り組みを行っているが、東北では宮城県と山形県に「気候変動適応センター」が今年度設置され、適応策の推進を行っている。県内においても地球温暖化により、降雪量や降水量などにも変化があり、農林水産物だけでなく企業活動や県民の生活・健康などにも影響が出てきていることから、研究機関や他県との情報共有も行いながら、科学的見地に立った適応策を講じ、県民への情報提供も積極的に行うこと。
（２）全登録車数に占める次世代自動車※１の普及を令和元年21.9％から令和１２年50％を目標に掲げているが、カーボンニュートラル時代に向け、超小型モビリティへの独自の助成金制度や新燃料（バイオ燃料、水素、e-fuel等）自動車の普及にも取り組むこと。

　　※１：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車等

３．ローカル５Ｇの導入検討と地元企業への導入促進について
ローカル５Ｇ※２は、通信業者によるエリア展開が進まない地域でも、独自に５Ｇシステムを構築、利用することが可能となります。自治体では、河川等の監視など災害対応、遠隔治療、公共施設の運営、そしてテレワークの環境の整備など、地域の課題解決を始め、多様なニーズに用いられることが期待されます。

　　又、企業においてもスマートファクトリーの構築や建機の遠隔制御などへの活用が想定されており、地元企業における導入検討に向けて、自治体としても啓発活動・勉強会などを実施していくことが重要です。
Society5.0の実現に向け、２１世紀の基幹インフラとして、安全で信頼できるローカル５Ｇの導入を促進し、これを活用して県が抱える様々な課題の解決を図るためにも導入促進をはかること。
※２：携帯電話事業者における全国向け５Ｇサービスとは別に、地域の企業や自治体などのさまざまな主体が、自らの建物や敷地内でスポット的に柔軟にネットワークを構築し利用可能とする仕組みです。

４．山形県産業振興ビジョンの推進について

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響で疲弊する事業者が増加しており、山形県産業振興ビジョンで示された製造業付加価値額の目標値：1兆４０００億円に到達できるのかが懸念される。すでにポストコロナを見据えた動きが加速化している中、いち早く経済再生させるには、人材確保に加え、AI・IoT等先端技術活用によるデジタルトランスフォーメーション（DX）の促進は欠かせません。つきましては、新たに創設された山形県中小企業パワーアップ補助金の活用促進を図るとともに、県と市町村が連携して実施している「オンライン化促進事業」の成果を踏まえ、アフターコロナにおいても継続した事業展開を図ること。
５．自家用有償運送の活用拡大防止について

　地方の過疎地など公共交通機関による旅客運送が困難な地域で自家用有償運送の配車に営利を目的としたライドシェアのアプリを活用する動きが出てきている。国家戦略特区などによる自家用有償輸送制度を活用し訪日外国人や観光客、ビジネス客も輸送できる制度で活用している自治体もある。

　そもそもタクシー事業と自家用有償運送は棲み分けされ、バス・タクシー事業によることが困難であり、かつ、地域住民の生活に必要な輸送を確保する場合に限り地域の関係者が合意していること等、例外的に認められてきたものである。ついては、自家用有償運送に配車効率を良くするためのアプリ配車にとどまらず、ライドシェアが拡大しないよう関係市町村等と連携し対策を講じること。
６．カスタマーハラスメント（悪質クレーム）対策の推進について

「サービス等を提供する側と受ける側が共に尊重される社会」を実現するため、一部の消費者による一般常識を超えた不当な要求や異常な態様の要求行為等のカスタマーハラスメント（悪質クレーム）の抑止・撲滅を推進すること。
具体的には倫理的な行動を促すための啓発活動や消費者教育を実施。また、実態調査を行い対策に関する研究を行うこと。
７．ＡＩの活用に向けた対応の推進について
　ＡＩ等の革新的デジタル技術が持続的包括的な経済発展に繋がるよう、政労使が参加し行政、産業、業種ごとに「人間中心のＡＩ等活用推進会議（仮称）」等の検討の場を設け、ＡＩ等の革新的デジタル技術の導入や活用、教育訓練、ガイドライン策定等の協議を進めること。
８．第3次やまがた6次産業の推進について
（１）農業生産において後継者不足、人手不足が深刻になっている点を踏まえて、首都圏一極集中の是正対策も含め、テレワークの可能な業種への地方分散型勤務の推進、そして通勤時間に要していた時間を農業に従事する時間にあてることへの環境整備を図ること。また、これらを副業として支援するためにも税制優遇等の手立てを国に要請すること。
（２）SDGs=持続可能な社会の構築の考え方に沿って、一次産業においても環境に負荷をかけない農林水産物の生産が求められ、人手不足の中、栽培方法の転換を進めるには技術面やハード面への柔軟な発想の取入れが必要である。生産者には、国内生産と国内需要・海外需要のマッチングや販売方法の広がりに対応しきれていない状況を、首都圏に集中した人材のアイデアや目線の活用を促すことも必要である。これらの取り組みが進めば、海外輸出が直ちに生産所得の向上に直結するものではないとしても、視野の広がりが後継者の育成に寄与すると考えられることから、第3次やまがた6次産業化戦略ビジョンを積極的に展開すること。また、市町村に対し、きめ細やかな支援を行うこと。
９．荒廃農地対策について 

　農業政策については、農業の成長産業化が進められており、大規模経営・法人化をめざす経営体を担い手としての事業支援や、新規就労者等への助成金制度などが多くあるが、周知が不足しております。
　一方で、農村は人口減少と高齢化等により農地や水路などの農業基盤を整備する体制が弱体化しており、荒廃農地が増加しております。
　農家は高齢化しており、後継者がいない民家は空き家となり、農地は管理されないまま、集落営農組織で活用しようとしても意向確認ができず荒廃農地となってしまいます。特に田は緑のダムともいわれるほど保水力が高いことから、荒廃農地となると河川氾濫などの災害も多くなり、病害虫も多発して周辺の農地や環境に悪影響を与えます。
　つきましては、事前に耕作権の意向確認をした農地については、自動更新ができ集落営農へ参加できるよう、農地法の改正を国に要請すること。また、４０代未満はＳＮＳ等からの情報獲得率が高いことから、著名人なども活用して県民に農業政策について情報発信すること。
１０．老朽化石炭火力発電所の削減政策について

２０２０年７月、経済産業省は二酸化炭素(CO2)を多く排出する非効率な石炭火力発電所を２０３０年までに段階的に休廃止する方針を発表し、非効率の石炭火力発電所１１４基中、１００基程度が休廃止の対象となっています。
政府方針の非効率石炭火力発電施設の削減政策については、それ自身が地球環境保全という意味では理解するものの、火力発電所を有する酒田港は相当な経済的影響を与え、とりわけ、石炭荷役を生業としている港湾運送事業者の存続と港湾労働者の雇用が奪われるという事態が発生することが考えられる。
したがって、石炭火力発電所の休廃止の計画によっては、輸送関連に働く労働者の雇用と就労への影響を抑える緩和措置も同時に検討すること。
Ⅳ．社会保障政策
１．切れ目のない医療を提供する体制の確立
（１）新型コロナウイルス感染症の収束と社会経済活動の回復の早期実現に向けて、感染防止対策及び差別・偏見防止対策の徹底と強化。

①　この間の新型コロナウイルス感染予防の中心的役割を担っている公立・公的病院等への更なる財政支援の強化とパンデミックを想定した地域医療構想の再検討を国に働き掛けると共に実効性確保の取り組みを強化すること。

②　国が公表している公的病院の再編対象病院は、2017年のデータ分析により示されており、現在の新型コロナウイルス感染症対策等は考慮されていないことから、地域医療を守る観点から再検討を国に要請すること。特に昨年より再編の動きがある西村山地域については地域医療が守られるよう関係機関に強く求めていくこと。
③　ワクチンの集団接種に伴い医師・看護師の派遣が行われ、打ち手となる医療従事者の過重労働が懸念されている。また自治体では、対象者範囲拡大や優先順位、システムデータの管理・運用、長期間の人材確保、施設・個人医院での接種対応、ワクチンの確保等さまざまな問題に直面している。このことを踏まえ、県は市町村に対し、自治体・医療現場が混乱しないような対策の徹底を強化すること。

④　ワクチン接種時の休暇取得などの特段の措置を積極的に企業に働きかけることと共に、財源確保を国に働きかけること。
（２）地域で医療の質を低下させることなく関係機関の機能分化を推進し、医療・介護・福祉の人材確保対策の強化

①　医療従事者の勤務環境と処遇改善について 医療の安全確保のため、医療機関における労働環境の改善とワーク・ライフ・バランスや勤務間インターバルの確保等、医療現場で働く労働者の健康に対する配慮を強化すること。また、2024年度スタートする医師の働き方改革について、医師に限らず、全ての医療従事者に対して実施するよう医療機関に徹底すること。

加えて、緊急事態を想定した更なる人材の確保と、キャリアアップが可能な仕組みの確立、専門性の向上を図る研修機会の拡充等を積極的に実施すること。

②　労働者が介護をしながら働き続けることができ、すべての人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包括ケアの更なる機能と役割の強化を推進し、質・量ともに十分な介護サービスの提供体制を市町村と連携して整備すること。　

また、若年性認知症を含む認知症の予防・治療やケア技術の開発など対策を一層強化するとともに、その家族など支える側のサポート体制や理解促進に努めること。

２．複合災害における感染予防対策と安心して生活できる環境と体制の強化

（１）避難所における感染症対策については、「山形県避難所における新型コロナウイルス感染予防ガイドライン」が作成されているが、例年発生している自然災害時における被災地や避難所の感染症を防止する観点から、更なる強化と妊産婦・乳幼児などすべての人の健康状態を維持するための衛生環境を保持すること。

さらに、従事している職員の命を守る対策を講じ、これらが市町村によって格差が生じないような措置を講じること。

（２）計画的休業やテレワークが進む状況において、災害時においてのハード・ソフト両面からの対策を講じること。

３．「子ども・子育て支援新制度」の確実な実施とすべての子どもが心身ともに健やかに育つための環境整備

（１）「子ども子育て支援新制度」の確実な実施に向け、引き続き早期の財政支援を国に働きかけることが最重点課題である。子どもが心身ともに健やかに成長するために必要な幼児教育・保育の質の向上のため、幼稚園教諭・保育士、放課後児童支援員などの労働条件と職場環境の改善として、雇用の確保、給与水準の引き上げ、適正な配置、研修機会の確保など山形県が率先して独自の施策を講じること。

（２）コロナ禍において、働く保護者の負担軽減に質するよう、「子ども・子育て支援法に基づく基本指針」の趣旨に添い、支援を必要としている人のニーズが反映できるよう延長保育、預かり保育、夜間保育、休日保育などの拡充のための財政支援を強化すると共に市町村との連携を強化すること。

（３）コロナ禍において、ひとり親世帯等、生活困窮者の経済状況が極めて厳しく、高教組の奨学金応募が平年より倍増している状況にある。生活困窮者への就労準備や家計改善、子どもの学習等の支援、民間による「こども食堂」等へのさらなる支援を強化すること。

　　　またひとり親等に対する自治体のワンストップ相談窓口などについては、事業の強化と財源が必要であり、人員体制の確保や相談員の質の向上のための仕組みつくりを構築し、市町村との連携強化を図ること。

（４）感染症拡大時においても安心して出産や子育てができるよう、個別のサポート、電話やオンラインよるパパママクラスの開催・相談などの対応ができる体制を構築すること。
また、子育てが孤立しないよう、市町村ごとの子育て世代包括支援センターの設置や地域子育て支援拠点事業、相談業務を担う職員の向上のための研修の機会などを充実させること。

４．障がい児・者が地域で尊厳をもって生活できる権利を保障した共生社会の構築

「第５期障がい福祉計画および第１期障がい児山形県障がい福祉計画」の進捗状況について分析を行うとともに「第６期障がい福祉計画および第２期障がい児福祉計画」に反映させ、障がい福祉サービスの提供を強化するとともにその内容が当事者に行き届くよう、情報提供・周知の徹底に努めること。
Ⅴ．教育政策
１.　教職員の「働き方改革」について
（１）山形県は本年度より、総合型校務支援システムを県立高等学校４２校及び分校３校に対し導入予定となっているが、本システムの導入に伴う教職員の出退勤管理により、在校等時間の客観的な把握や長時間労働・過重労働の状況など、様々な課題が浮き彫りになる事が予想される。
抽出された課題を、ＰＤＣＡサイクル等を活用しながら、各種会議　　　　の効率化や、ＰＴＡ対応・生徒指導等に要する時間の適正化など、継続的に実態の把握・検証を行い、教職員の「働き方改革」を推進すること。
また、本システムの各学校のプログラムを管理・運営するにあたり、業務担当者に仕事が集中し過重労働となっている状況が報告されているため、プログラム運営については教職員に対する教育等をアウトソーシングするなどの予算措置を含め、担当者の負担軽減をはかること。加えて、アウトソーシングにあたっての個人情報の取り扱いについては十分な対策を講じること。
（２）部活動は、教職員の長時間労働の大きな要因となっているため、勤務時間を超えて教職員が部活動に携わらないことを推進させ、部活等の社会体育への移行について市町村教育委員会及び各種スポーツ・文化団体等へ強く働きかけることに加え、移行にあたっては予算措置を講じること。
２．「さんさんプラン」の拡充について
　　　　政府方針「少人数学級の拡充」の方向性を踏まえ、単学級多人数の困難を解消するための県独自の政策として、１クラスの定員の上限を３３人にすること。また、山形県の教育政策で始めた「さんさんプラン」をさらに拡充し少人数複数クラス編成を早急に進め、正規採用教職員の増員を中心とした副担任制の推進や、学習支援員・学習ボランティアの増員など人材確保をはかり、個々の子どもたちと向き合うキメの細かい教育をめざすこと。
３.　特別支援教育の充実と就業機会の確保について
（１）高等学校では、発達障害など個別の支援を必要とする子どもたちが増加していることを踏まえ、小中学校で通級指導を通じて成長してきた子どもたちの学びの場を確保するために、現在６校に設置されている通級指導を希望するすべての高校に拡大し、インクルーシブ教育の推進強化をはかること。
（２）障がいのある子どもたちが、将来社会参加し自立した生活を送るためには多様な就業機会の確保が求められる。しかし、事業規模に応じた障がい者の法定雇用率を達成している事業所は少なく、障がい者就労への理解が不十分であり、多様な就業機会が確保できていないため、現在２校に配置されている「就職支援コーディネーター」を希望するすべての養護学級に配置し、各市町村及び民間企業に対し就労支援の拡充のための周知・指導・開拓を強化すること。加えて、より個に応じた指導を重視するための教室を増設すること。
４.　学習環境の充実について　
　　　 普通教室へのエアコン整備は完了しているが、理科・美術・音楽室や家庭
科室などすべての特別教室に対して、エアコン整備を早急に進め、子ども達
が使うすべての教室の環境整備を整えること。
５.　教育機会の均等実現に向けて
　　県内において、可処分所得が１２２万に満たない世帯の子供の割合「子供の
貧困率」は１６．０％と全国平均の１３．５％を上回り拡大傾向にある。
困窮家庭の負担軽減のために、小中学校における給食の完全無償化の推進や、
後期中等教育を受ける際に発生する交通費に対する支援など、県全体で子どもの学びを支えるための県独自の支援策を講じること。
また、義務教育における就学支援金については前年度末まで支給し、子どもたちの新年度における就学準備が滞ることの無いよう対応すること。
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